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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (千円) 1,896,745 1,840,605 2,178,657 2,928,416 3,753,712

経常利益 (千円) 61,956 146,701 356,147 325,108 466,308

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 18,525 88,612 210,304 214,458 305,773

包括利益 (千円) △2,555 85,097 210,148 214,458 305,773

純資産額 (千円) 654,371 732,123 914,602 1,082,352 1,345,376

総資産額 (千円) 1,326,949 1,253,377 1,751,798 1,727,947 2,689,761

１株当たり純資産額 (円) 255.50 284.85 358.51 429.55 535.88

１株当たり当期純利益 (円) 7.28 34.77 82.00 84.53 121.59

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 7.25 34.60 － － －

自己資本比率 (％) 49.1 58.4 52.2 62.6 50.0

自己資本利益率 (％) 2.9 12.8 25.5 21.5 25.2

株価収益率 (倍) 51.29 13.69 12.68 13.01 19.50

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 32,624 237,223 411,092 217,115 315,056

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △70,075 △53,403 △9,157 △157,863 △286,661

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 34,332 △162,889 115,445 △230,339 312,761

現金及び現金同等
物の期末残高

(千円) 639,210 660,141 1,177,521 1,006,434 1,347,591

従業員数
(名)

94 88 93 107 171
(外、平均臨時雇用者数) (1) (－) (－) (－) (－)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第19期、第20期及び第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３　当社は平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第17期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (千円) 1,899,385 1,790,462 2,071,335 2,842,651 3,686,978

経常利益 (千円) 128,036 160,387 325,885 463,021 502,036

当期純利益 (千円) 65,394 18,710 191,797 215,579 341,530

資本金 (千円) 192,260 195,310 195,310 195,310 195,310

発行済株式総数 (株) 14,110 1,423,200 1,423,200 1,423,200 1,423,200

純資産額 (千円) 698,830 710,086 874,057 1,042,929 1,341,709

総資産額 (千円) 1,336,353 1,215,236 1,680,709 1,676,555 2,456,973

１株当たり純資産額 (円) 274.29 276.28 342.62 413.91 534.42

１株当たり配当額
(内、１株当たり中間
配当額)

(円)
1,000 10 10 20 30

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 25.67 7.34 74.78 84.97 135.81

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 25.57 7.31 － － －

自己資本比率 (％) 52.3 58.4 52.0 62.2 54.6

自己資本利益率 (％) 9.7 2.7 24.2 22.5 28.6

株価収益率 (倍) 14.53 64.83 13.91 12.95 17.46

配当性向 (％) 19.48 68.10 6.69 11.77 11.04

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
84 76 82 96 116
(1) (－) (－) (－) (－)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第19期、第20期及び第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３　平成28年３月期の１株当たり配当額20円には、記念配当５円を含んでおります。また、平成29年3月期の１

株当たり配当額30円は、平成29年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を実施しており、１株当た

り配当額は株式分割前の株式数に基づく配当額を記載しております。

４　当社は平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第17期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

平成９年２月 東京都渋谷区にて株式会社ギガプライズ設立。システム開発事業を開始。

平成11年６月 集合住宅向けインターネット定額常時接続サービス開始。

平成11年７月 システム開発事業内にて、WEBデザイン事業を開始。

平成12年１月 本社を東京都台東区に移転。

平成12年４月 MyAgent(集合住宅居住者向けポータルサイト)サービスの販売を開始。

平成12年７月 電気通信事業者(届出番号 A-12－4012)取得。

平成12年10月 株式会社ブロードバンドコムと中国・四国・九州エリアにて業務提携。

平成13年12月 KDDI株式会社と有償第三者割当増資による資本提携。

平成14年２月 法人向け導入システムのカスタマーサポート事業を開始。

平成14年４月 ダイア建設株式会社、KDDI株式会社と集合住宅向けインターネット事業で業務提携。

平成14年６月 東日本電信電話株式会社と新潟市内におけるインターネット事業で業務提携。

平成15年３月 韓国IP電話サービスを国内にて販売提携。

平成15年６月 本社を東京都中央区に移転。

 次世代セキュリティインターホンの販売を開始。

平成16年１月 和歌山進出準備室移転に伴い、和歌山県西牟婁郡白浜町に白浜ITオフィスを開設。

国内通信事業者各社と提携し集合住宅向けIP電話サービスを開始。

平成16年３月 法人及び集合住宅向けWEBカメラシステムの販売を開始。

平成16年５月 電気通信工事業 東京都知事 許可(般-16)第121981号取得。

平成16年６月 一般労働者派遣事業 厚生労働大臣許可(般13-300172)取得。

平成17年１月 HYUNDAI TELECOMMUNICATION Co.,Ltd.(韓国)と業務提携。

平成17年10月 株式会社バトラァーズから短期滞在型集合住宅向けインターネット事業を譲受け。

平成18年７月 プライバシーマーク取得。

平成18年12月 名古屋証券取引所「セントレックス」市場に株式を上場。

平成19年４月 アイピー・パワーシステムズ株式会社と業務提携。

 RoomAgent（不動産物件動画配信）サービスの販売を開始。

平成19年５月 宅地建物取引業者免許（東京都知事（1）第87582号）取得。

平成19年６月

 
株式会社ライブドア（現　株式会社データホテル）と吸収分割契約を締結し、同会社の集合住宅

ISP事業を承継。

平成19年７月 TCBテクノロジーズ株式会社と業務提携。

平成19年11月
メディアエクスチェンジ株式会社（現　株式会社ドリーム・トレイン・インターネット）と業務
資本提携。

 EarthAgent（緊急地震速報配信）サービスの販売を開始。

平成20年10月 株式会社アイ・ウェイブ・デザインからホスティングサービス事業を譲受け。

 株式会社ファイバーゲートに短期滞在型集合住宅向けインターネット事業を譲渡。

平成22年２月 本社を東京都渋谷区に移転。

平成22年７月 株式会社ESPを連結子会社化。

平成22年７月 白浜ITオフィスを和歌山県田辺市へ移転。
 

 

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

有価証券報告書

 4/83



 

 

年月 事項

平成22年８月
 
 

フリービットクラウド株式会社（現　株式会社ドリーム・トレイン・インターネット）からフ

レッツサービス事業を譲受け。

平成22年11月 RentAgent（賃貸集合住宅居住者向けインターネット）サービスの販売を開始。

平成23年12月 株式会社ユーネットワークスと吸収分割契約を締結をし、同会社のUserver.jp事業を承継。

平成24年６月 アイ・シンクレント株式会社を連結子会社化。

平成24年６月 九州地方進出に伴い、福岡県福岡市中央区天神に福岡営業所開設。

平成25年７月 システム開発事業をフリービット株式会社に譲渡。

平成25年８月 アイ・シンクレント株式会社の株式の全部を売却に伴い、連結除外。

平成26年６月 中部地方進出に伴い、愛知県北名古屋市に名古屋営業所開設。

平成27年10月 近畿地方進出に伴い、大阪府大阪市中央区に大阪営業所開設。

 株式会社フォーメンバーズを関連会社化し、不動産事業を開始。

平成29年３月 株式会社フォーメンバーズを連結子会社化。

平成29年４月 株式会社ESPを吸収合併。
 

 

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、親会社（フリービット株式会社）、連結子会社２社（株式会社ESP及び株式会社フォーメン

バーズ）の計４社で構成され、インターネット関連サービス等を提供しております。当社の親会社であるフリービッ

ト株式会社を中心とする企業集団はフリービットグループと称し、Smart Infra提供事業を展開しております。当社グ

ループはブロードバンド事業を含む企業群に属し、集合住宅向けISP事業、不動産事業等の提供を行っております。

当社グループの業務にかかる位置づけ及びセグメントは以下のとおりであります。

(1) HomeIT事業

集合住宅内のインターネット事業に関するノウハウを基に、新築、既存及び賃貸集合住宅に対し、ハウスメー

カー、不動産管理会社及び住宅付帯設備・工事会社各社と提携しながら、以下の「集合住宅向けISP事業」、「セ

キュリティシステム事業」、「ネットワークサービス事業」、「システム開発事業」を展開しております。

① 集合住宅向けISP事業

ａ．インターネットシステム導入サービス

新築、既存及び賃貸集合住宅の棟内ネットワークの設計、工事現場での調整、ネットワーク機器の調達・設定

及びインターネット回線の手配を受託しております。集合住宅のみならず、ホテル、事務所及びテナントビルの

インターネットシステムの工事も行っております。

主としてハウスメーカーへの提案を行いながら、ハウスメーカー、ゼネコン、又は電気設備会社より受注して

おります。

ｂ．インターネットサービス

インターネットシステム導入工事の終了後、主として集合住宅居住者向けにインターネット接続及びメール、

ホームページスペース等のサービスを提供しております。集合住宅居住者向けのサービスについての利用契約

は、主に竣工後の集合住宅管理組合、不動産管理会社もしくは集合住宅オーナーと包括的に締結しております。

また、保守サポートサービスとして、集合住宅向けISPサービスを提供する他社の電話サポート業務及び現地

機器保守業務も受託しております。

 

② セキュリティシステム事業

集合住宅居住者のセキュリティ強化に対するニーズは高く、各ハウスメーカーも自社で開発、供給する集合住宅

を差別化するため、よりセキュリティ環境を強化した集合住宅供給に取り組んでおります。セキュリティシステム

サービスはハウスメーカー等に対し、より市場競争力の高い集合住宅供給が可能となるよう、監視カメラ等を利用

したセキュリティシステムの導入工事を行い、DVR（デジタルビデオレコーダー）の設置、又はクラウド形式で運

用するサービスを提供しております。
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③ ネットワークサービス事業

MSPサービス及びホスティングサービスを提供することにより、インフラ構築から運用保守まで一括したサービ

スを展開しております。また、課金については、月額費用を徴収する方法により行っております。本サービスで

培ったノウハウ・知見などはHomeIT事業の更なるサービス展開に役立てております。

ａ．マネージドサービスプロバイダー（MSP）サービス

データセンターに設置された顧客システムの運用・監視・保守業務を請負っております。システムの稼動監視

から、不具合発生時の復旧対応作業、日々の運用状況のレポーティング業務、及びフィードバックによるシステ

ム改善提案まで、システム保守に係る一連の作業を提供しております。

特徴としましては、データセンター内にエンジニアが24時間365日体制で常駐しており、迅速かつ的確な対応

が挙げられます。

b．ホスティングサービス

データセンターに設置したインターネットに接続しているサーバを、レンタルにて提供するサービスを行って

おります。

ホスティングサービスは、専用サーバ型及びカスタマイズサーバ型の２種類のサービスに分かれ、専用サーバ

型は、顧客専用のサーバを１台単位で提供し、サービス監視、障害対応及びバックアップ等の作業をオールイン

ワンで提供しております。一方でカスタマイズサーバ型は、顧客のサービス提供に必要なサーバ及びネットワー

クをシステムに合わせて構築し、インターネット接続とセットにして提供しております。

 

④ システム開発事業

不動産会社、不動産管理会社向けに不動産賃貸管理システムの販売、保守等を行っております。当事業を展開す

ることで、不動産市況のトレンドをいち早く入手し、HomeIT事業における新たな収益事業の開発に役立てておりま

す。

 

（主なグループ会社）当社、フリービット株式会社、株式会社ESP

 

(2) 不動産事業

連結子会社である株式会社フォーメンバーズと共同で、イオンモール株式会社における不動産仲介事業”イオン

ハウジング”のフランチャイズ店舗開発の推進、展開及び同フランチャイズ店舗を通じた不動産賃貸、売買仲介、

賃貸管理業務を行っております。

 

（主なグループ会社）当社、株式会社フォーメンバーズ

 
(3) その他の事業

その他の事業として、取引先への管理部門人材の派遣事業等を行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(親会社)      

フリービット株式会社
（注）１、２

東京都渋谷区 4,514,185

インターネッ
ト接続事業者
へのインフラ
等提供事業

(58.23)

当社サービス提供

ISPサービス仕入

役員の兼任

(連結子会社)      

株式会社ESP
（注）２、３

東京都渋谷区 10,000
ソフトウェア
販売事業

100.00

不動産賃貸管理ソフト

ウェアの販売、保守

役員の兼任

株式会社フォーメンバーズ
（注）２、４

東京都中央区 98,993

不動産仲介業
務及び各種コ
ンサルティン
グ事業

51.00 資金の貸付

 

(注) １　有価証券報告書の提出会社であります。

２　フリービット株式会社の資本金は平成29年４月末日現在、株式会社ESPの資本金は平成29年３月末日現在、

株式会社フォーメンバーズの資本金は平成29年１月末日現在であります。

３　当社は平成29年４月１日付で、株式会社ESPを吸収合併しております。

４　株式会社フォーメンバーズは債務超過会社であり、平成29年１月末時点で債務超過額は540,598千円であり

ます。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

HomeIT事業 97

不動産事業 46

その他 2

全社（共通） 26

合計 171
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　全社（共通）は、当社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

116 39.8 5.5 4,681
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

HomeIT事業 88

不動産事業 -

その他 2

全社（共通） 26

合計 116
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

４　従業員数が前事業年度に比べ20名増加しておりますが、これは事業規模の拡大に伴い期中採用が増加したも

のであります。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社の労働組合は、「ギガプライズ労働組合」と称し、平成22年３月31日に結成されました。平成29年３月

末日の組合員数は60名で、労使関係については安定かつ円満に推移しております。連結子会社である株式会社ESP及

び株式会社フォーメンバーズには、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度は、集合住宅向けISP事業につきましては、不動産の差別

化・高付加価値化を求めるオーナー様、管理会社様の利用意欲と、以前より積極的に進めてきた大手顧客開拓によ

る継続した安定的な受注状況及び新規取引先の獲得、人的投資が確実な成果を上げ、分譲集合住宅向け及び小規模

賃貸集合住宅向けのサービスが引き続き堅調に推移し、前連結会計年度末と比べ契約数を大幅に増加させることが

できました。

また、IPv6インターネット接続機能を活用したインターネット接続サービスの提供を開始する等回線品質向上の

取り組み及びセキュリティシステムなどの付加サービスの強化、顧客満足度向上を図り、さらに利用者サービスの

充実を継続的に進めた結果、解約数を低水準に維持することができ、当連結会計年度末におけるサービス戸数は前

連結会計年度末に比べ48,863戸増の191,091戸となりました。

ネットワークサービス事業につきましては、サーバレンタル等のホスティングサービスや、システムの運用・監

視を行うマネージドサービスプロバイダー（MSP)サービスにおいて、継続的な顧客の囲い込みにより堅調に推移し

ました。

 連結子会社である株式会社ESP（平成29年４月１日に吸収合併、現当社システム開発事業部）においては、オー

ナー様向け新オプション機能の提供開始や、経済産業省の「サービス等生産性向上IT導入補助金」の対象サービス

認定を通して、新不動産賃貸管理システム「FutureVision Air」の販売強化をいたしました。

連結子会社である株式会社フォーメンバーズ（従来関連会社であったが、当連結会計年度に連結子会社化）にお

いては、イオンハウジング事業拡大に向けて、営業体制の確立、人員の採用・教育等を、同社と共に積極的に取り

組み、今後のサブフランチャイズ化に向けた準備を進めてまいりました。当社としては、イオンハウジング事業の

将来性に鑑み、同社の株式を追加取得し、連結子会社化することで、より一層同社との連携を図り、当社サービス

の同社を通じた拡販はもとより、サブフランチャイズ店舗開発の推進によるイオンハウジング事業の早期展開を行

い、集合住宅向けISPに次ぐ事業の柱として強化していきたいと考えております。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、3,753,712千円（前連結会計年度比28.2%増）、経常利益466,308千円

（前連結会計年度比43.4%増）、親会社株主に帰属する当期純利益305,773千円（前連結会計年度比42.6%増）となり

ました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

①　HomeIT事業

集合住宅向けISP事業につきましては、回線品質向上及びセキュリティシステムなどの付加サービスの強化等、

顧客満足度向上を図り、利用者サービスの充実を継続的に進めた結果、解約数を低水準に維持することができ、

当連結会計年度におけるサービス戸数は前連結会計年度に比べ48,863戸増の191,091戸となりました。

ネットワークサービス事業においては、サーバレンタルなどのホスティングサービスや、システムの運用・監

視を行うマネージドサービスプロバイダー（MSP)サービスにおいて、継続的な顧客の囲い込み等により、堅調に

推移しました。

連結子会社である株式会社ESPにおいては、既存の不動産賃貸管理システムに改良を加え、いつでも、どこで

も、Webブラウザから操作できる新不動産賃貸管理システム「FutureVision Air」を販売するとともに、不動産賃

貸管理システムと集合住宅ISPサービスの共同提案も確実に実を結びつつあります。

以上の結果、売上高は3,733,146千円（前年同期比28.6％増）となりました。

②　不動産事業

不動産事業につきましては、集合住宅向けISP事業に次ぐ事業の柱として位置付け、株式会社フォーメンバーズ

を連結子会社化し、より一層同社との連携を図り、当社サービスの同社を通じた拡販はもとより、サブフラン

チャイズ店舗開発の推進によるイオンハウジング事業の早期展開を行い、新たな事業基盤の構築を図ります。

③　その他

その他の事業につきましては、人材派遣等を行った結果、売上高は20,566千円（前年同期比18.6％減）となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ341,156千円増加し、1,347,591千円とな

りました。

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動の結果、得られた資金は、315,056千円となりました。これは、主に税金等調整

前当期純利益470,357千円、法人税等の支払額156,616千円、減価償却費及びのれん償却費47,818千円、売上債権の

増加74,410千円、仕入債務の増加35,595千円によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は、286,661千円となりました。これは主に、固定資産の

取得による支出18,915千円、無形固定資産の取得による支出24,239千円、貸付けによる支出270,000千円によるもの

であります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動の結果、調達した資金は、312,761千円となりました。これは主に、新規借入の

実行による調達500,000千円、長期借入金の返済による支出140,486千円、配当金の支払額25,164千円によるもので

あります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは事業の性格上、生産実績の記載になじまないため、記載しておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績は、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

HomeIT事業 751,912 19.8 76,851 266.2
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

HomeIT事業 3,753,712 28.2
 

(注)１ 主な販売先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

販売先

前連結会計年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

D.U-NET株式会社 1,176,881 40.2 1,729,340 46.1
 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは集合住宅内のインターネット事業に関するノウハウを基に、インターネット接続サービスを中

核として展開し、さらに付加サービスとしてセキュリティシステムサービスや法人向けのMSPサービス及びホス

ティングサービスを提供することで、より安定した収益体制の拡大を図っております。

また、IoTプラットフォームをはじめとする「不動産Tech」関連サービスの開発、販売や、イオンハウジングの

フランチャイズ事業を展開する当社連結子会社の株式会社フォーメンバーズを中心とした不動産事業を開始し、

新たな事業基盤の構築を目指しております。

（２）目標とする経営指標

当社のHomeIT事業は成長余地の大きい市場をターゲットにしております。当社は事業拡大による売上規模の拡

大とこれに伴う収益力の向上を意識しており、売上高成長率20%以上の事業拡大を中期的な経営目標としておりま

す。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社では、今後もITは生活シーンにさらに浸透し、各種IoT機器の家庭への普及や、不動産仲介業務でのAIやVR

の活用など、IT環境を前提とした住環境領域の変革が進むものと考えております。そのため当社では、HomeIT事

業の営業体制の強化、最新のIT技術を用いた新サービスの創出及び販売展開を図ってまいります。

（４）経営環境

今後の世界経済の先行きにつきましては、景気の回復基調が継続することへの期待が高まる一方で、米国の新

政権発足に伴う不確実性の増大や、中国市場の動向、欧州の政治・経済における不透明感の高まりから、海外経

済の動向や金融資本市場の変動の影響に留意する必要が以前より増しております。わが国においては、政府・日

本銀行による各種経済・金融政策を背景に、雇用情勢や企業収益における改善、個人消費や所得環境での持ち直

しの動き等、緩やかではありますが景気の回復基調が継続しております。また、IT技術の飛躍的な進歩や働き方
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改革の進展により、今後さらに暮らしや働き方が多様化し、当社を取り巻く事業環境もそれに伴い大きく変化し

ていくことが予測されます。

このような見通しのもと、当社グループの持続的な成長のためには、常に技術トレンドを把握し、時代のニー

ズにマッチした商品・サービスの創出や、新技術を用いた既存サービスの付加価値向上、また時代の変化に応じ

た働き方の多様化を通した業務効率の向上が急務となっております。

（５）会社の対処すべき課題

当社グループにおける経営基盤の強化を図り、安定した成長を実現するための対処すべき課題は、下記のとお

りであります。

(1) HomeIT事業における営業強化

当社のHomeIT事業では、大小を問わず集合住宅向けに特化したインターネット接続サービスをワンストッ

プで提供しておりますが、サービス対象が集合住宅に特化しているために、集合住宅の開発件数や各物件の

販売市況に左右されるリスクが存在します。これを回避するための営業強化項目は次のとおりであります。

① 営業拠点及び営業人員の拡充

本社、福岡営業所、名古屋営業所及び大阪営業所を中心に今後段階的に拠点を開設することにより、エリ

アを拡大するとともに人員の増強等を進めてまいります。

② 代理店との提携

当社の拠点及び人員に加え、全国市場をカバーするために、強力な営業スタッフを擁した営業代理店との

提携により、サービス戸数の飛躍的な増加を図ってまいります。

③ 業界団体・不動産管理会社等との提携

現在は大手不動産管理会社等との包括的な提携を結ぶことで効率的で安定的な営業活動を実現しておりま

す。今後、既存提携先との共創関係の構築による業務提携の深化を図ると同時に、新たな大手顧客開拓を進

め、より営業活動を強化してまいります。

(2) 新商品開発

インターネット技術の進歩は目覚しく、それに伴う無線・有線を問わず、ユーザの利用形態、通信方式、

機器等も日進月歩で変化しております。

当社は『テクノロジーで人々の想いをつなぎ、豊かな社会を創造します』という企業理念を実現するため

に、常に技術トレンドを把握し、時代のニーズにマッチした商品・サービスを提供してまいります。

(3) フリービットグループとの提携強化

フリービットグループの保有するインターネットバックボーンなどのインフラストラクチャ及びネット

ワーク技術力やその他事業基盤等を有効活用することを目的として、下記の事業においてシナジーを図りま

す。

① 集合住宅向けISP事業

インターネット回線コストの削減、商材のクロスセールスの実施、稼動安定性の向上及びサポート業務の

効率化

② ネットワーク事業

当社のリソースとフリービットグループの保有するインフラストラクチャの融合により、ITソリューショ

ンにおけるワンストップサービスに向けた営業面・技術面での相互協力

(4) 不動産事業の安定的な事業モデルの構築

連結子会社である株式会社フォーメンバーズを中心に、既存店舗の強化、新規直営店舗の立ち上げを行

い、安定的な事業モデルを構築し、企業体質及び業績の改善を図り、集合住宅向けISPに次ぐ事業の柱として

強化していく方針です。

(5) 内部管理体制の強化

当社は、財務報告にかかる内部統制システムの整備をはじめ、管理体制のより一層の充実を推進しており

ます。今後、構築した体制を高機能に維持していくために人員の採用と育成に注力しながら、引き続きコン

プライアンス体制を強化していく方針です。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項として、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 当社グループの事業について

① 事業運営にかかる法的規制について

HomeIT事業では、建設業法や電気通信事業法等の様々な法規制に関連しており、今後これらの法令の改廃や新た

な法規制の制定により業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。法規制に適合しない場合、許認可等の取り消

しの可能性があります。また、不動産事業では、当社連結子会社である株式会社フォーメンバーズが宅地建物取引

業法の基づく免許を受け、不動産業者として事業を展開しており、今後これらの法令の改廃や新たな法規則の制定

により業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。法規制に適合しない場合、許認可等の取り消しの可能性があ

ります。

② 景気動向や不動産市況の影響について

当社グループが行うHomeIT事業や不動産事業は、主に不動産業界向けにサービスを提供しているため、景気動

向、金利動向、地価動向などにより、不動産業界の景況感が大幅に悪化した場合には、当社サービスの新規導入や

取扱い物件が減少し、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

③ 競合等の影響について

当社グループは主としてインターネットマンション設備や不動産賃貸管理システムを販売しておりますが、当該

市場には競合関係にある同業他社も多く、日々サービス面等での差別化に努めてまいりますが、他社との競合によ

り過度な価格競争が発生した場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

④ 赤字プロジェクトの発生の可能性について

当社グループの販売するシステムやサービス等において、顧客に対する完成責任を負う場合があります。受注時

においては利益が見込まれるプロジェクトであっても、当初見積った以上に作業工数が発生すること等によって最

終的に赤字プロジェクトとなる可能性があります。

⑤ 瑕疵担保責任及び訴訟の可能性について

当社グループの販売するシステムやサービス等において、顧客との間で請負契約を締結する場合があります。当

該契約には、一般に顧客による受入検査に基づく検収の後にも必要に応じて一定期間無償で不具合補修のために役

務提供を実施する旨を取り決めた瑕疵担保条項が含まれております。このような売上後の追加原価の最大の発生要

因である不具合は完全に解消することは困難であり、当社グループとしては不具合発生の低減のために、品質維

持・向上に注力しておりますが、実際のプロジェクトで発生した不具合等の補修費用が見積額を超える場合、当社

グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。また、当社グループが提供するシステムやサービ

ス等に当社グループが起因する過失等があった場合で、損害賠償責任制限条項がないときには間接損害等まで含め

た多額の賠償請求を受ける可能性があります。

⑥ 情報管理について

当社グループは業務上入手する顧客の機密情報や個人情報の管理を徹底することはもとより、当社グループ自体

の保有する内部情報、機密情報やノウハウの社外流出を防止することを経営の重要課題の一つと位置付けておりま

す。そのため、情報管理については管理本部を責任部門として、規程等を整備し、取り扱い方法について、全社員

に徹底した社内啓発と教育を行い、情報管理意識向上に努めております。しかしながら、不正アクセスその他によ

り、万が一、情報漏えいが発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼすだけでなく、当社グ

ループの信用失墜につながる可能性があります。

⑦ システム障害リスクについて

事業の拡大及び効率化の維持対策を進めた結果、当社グループの事業はコンピュータネットワークシステムに業

務の多くを依存しております。そのため、セキュリティの強化、システムの二重化等多くのトラブル対策を講じて

おります。しかしながらこれらの対策にも関わらず人為的過誤、自然対策などによるトラブルが発生した場合に

は、当社グループが提供するサービスに対する信頼性の低下を招くなど、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。

⑧ 知的財産権等について

特許の不成立や特許成立後の無効審判、または取得した特許を適切に保護できない場合、想定より早く他社の市

場参入を招き、売上高が減少する可能性があります。
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⑨ 検収時期等の遅延による経営成績への影響について

HomeIT事業におけるインターネットシステム導入工事の売上計上基準として検収基準を採用しておりますが、何

らかの理由により集合住宅等の建設工期の遅延等が発生し計画どおりに検収を受けることができなくなる場合があ

ります。その他のシステムやサービスにつきましても売上計上は受け入れ検査による検収を前提としております。

プロジェクトの進捗状況や顧客の都合などにより検収時期が遅延する場があります。

上記の場合において、検収時期が四半期末又は決算期末を越えて遅延した場合には、当社の業績及び財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

⑩ 人的資源について

当社グループが提供するシステム・サービスの成長と業績は、人材に大きく依存しております。技術者等の採

用・教育が重要な経営課題になっておりますが、人材不足は解消されておりません。人材の採用・育成または既存

社員の流出を防止できない場合は、当社グループの事業の成長と業績に大きく影響する可能性があります。　　　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成29年２月13日開催の取締役会議に基づき、同日付けで株式会社フォーメンバーズ（東京都中央区、資

本金98,993千円、代表取締役　矢野晃教）の株式を追加取得する株式譲渡契約を締結し、同社を当社の連結子会社と

いたしました。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、将

来に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、将来生ずる実際の結果と異なる

可能性を含んでおりますので、ご留意ください。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主にのれん、貸倒引当金、繰延税金資産であり、継続して評価を

行っております。

 

(2) 財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度における資産につきましては、現金及び預金が341,156千円増加、受取手形及び売掛金が

107,366千円増加、流動資産合計は、前連結会計年度に比べ526,108千円の増加となりました。その結果、資産合

計は前連結会計年度に比べ961,814千円増加し、2,689,761千円となりました。

負債につきましては、借入金426,824千円増加、未払法人税等が7,233千円減少しました。その結果、負債合計

は前連結会計年度に比べ698,790千円増加し、1,344,384千円となりました。

純資産につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益が305,773千円となったことにより1,345,376千円と

なりました。この結果、自己資本比率50.0％となっております。

②　資金の流動性

当連結会計年度における資金の主な増減要因については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッ

シュ・フローの状況」に記載しております。

③　資金の源泉

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、資産合計の50.1%を占める1,347,591千円であり、当該残高に加え、

営業キャッシュ・フローの実績及び未使用の借入枠を勘案すると、将来の予想可能な運転資金及び資本的支出等

の資金需要に対して、十分な財源が存在すると考えております。
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(3) 経営成績の分析

①　売上高

当期の売上高は、3,753,712千円（前年同期比28.2%増）となりました。HomeIT事業では、集合住宅向けISP事業

につきましては、新築分譲集合住宅向けのサービス契約数は順調に推移し、また、新築賃貸集合住宅向けのサー

ビスのサービス契約数が、賃貸アパートの建築増加と不動産の差別化・高付加価値化を求めるオーナー様、管理

会社様の利用意欲、さらには以前より積極的に進めてきた大手顧客開拓による継続した安定的な受注により、前

連結会計年度と比べ増加をいたしました。

②　売上総利益

売上高が増加したことに伴い、売上総利益は1,368,889千円（前年同期比25.5％増）となりました。

③　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、主に人員増加による人件費増加のため868,004千円(前年同期比38.5％増)となりま　

した。

④　営業利益

営業利益は、売上高の増加に伴い、500,885千円(前年同期比8.0%増)となりました。

⑤　経常利益

経常利益は、持分法による投資損失の計上があったものの、466,308千円(前年同期比43.4%増)となりました。

⑥　親会社株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益は売上高の増加及び投資有価証券売却益の計上等に伴い、305,773千円(前年

同期比42.6%増)となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は、106,726千円であり、セグメントごとの設備投資について示すと次のとお

りであります。

(1) HomeIT事業

当連結会計年度の主な設備投資は、ネットワーク事業におけるホスティングサービスのサーバ設備の構築であ

り、その総額は94,927千円であります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
(2) 不動産事業

当連結会計年度の主な設備投資、又は重要な設備の除却若しくは売却はありません。

 
(3) その他の事業

当連結会計年度の主な設備投資、又は重要な設備の除却若しくは売却はありません。

 

(4) 全社共通

当連結会計年度の主な設備投資は、主として基幹システムの構築であり、重要な設備の除却若しくは売却は、あ

りません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

合計

本社
(東京都渋谷区)

HomeIT
全社共通

本社機能
サーバ設備

12,499 27,572 - 53,765 93,836 116

ダイアパレス文京サ
ファイアレジデンス
(東京都文京区)

その他 賃貸用不動産 12,002 -
26,443
(68.37)

- 38,446 -

アクタス天神セント
ラルタワーⅡ
（福岡県福岡市）

その他 賃貸用不動産 11,128 -
 

4.690
 (30.53)

- 15,891 -

クリオ朝霞
（埼玉県朝霞市）

その他 賃貸用不動産 17,247 -
14,744
(70.41)

- 31,991 -
 

(注) １　現在休止中の設備はありません。

２　本社の建物は賃借であり、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。
 

(2) 国内子会社

平成29年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
車両運搬

具

工具、器
具

及び備品

土地
(面積㎡)

リース資
産

合計

株式会社
ESP

本社
(東京都渋
谷区)

HomeIT
全社共通

本社機能 - - 398 - - 398 9

株式会社
フォーメ
ンバーズ

本社
(東京都中
央区)

不動産事
業

店舗 11,240 1,133 - - - 12,373 46

 

(注) １　現在休止中の設備はありません。

２　本社の建物は賃借であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除去等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,173,200

計 5,173,200
 

（注）平成29年２月13日開催の取締役会において、平成29年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能

株式数は5,173,200株増加し、10,346,400株となっております。

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,423,200 2,846,400
名古屋証券取引所
(セントレックス)

単元株式数は100株でありま
す。

計 1,423,200 2,846,400 ― ―
 

（注）平成29年２月13日開催の取締役会決議により、平成29年４月１日付で１株につき２株の割合をもって株式分割を

実施し、発行済株式総数は1,423,200株増加し、2,846,400株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成25年３月31日
(注１)

４ 14,110 100 192,260 100 112,455

平成25年４月１日
(注２)

1,396,890 1,411,000 - 192,260 - 112,455

平成25年４月１日～
平成26年３月31日
(注１)

12,200 1,423,200 3,050 195,310 3,050 115,505

 

(注) １　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

　　２　平成25年２月20日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を実施し、発行済株式の総数は1,396,890株増加し、1,411,000株となっております。

　　３　平成29年２月13日開催の取締役会決議により、平成29年４月１日付で普通株式１株を２株に株式分割いたし

ました。これにより株式は1,423,200株増加し、発行済株式総数は2,846,400株となっております。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 2 2 23 5 6 1,793 1,831 ―

所有株式数
(単元)

- 226 156 7,394 198 10 6,246 14,230 200

所有株式数
の割合(％)

- 1.59 1.10 51.96 1.39 0.07 43.89 100.00 ―
 

(注) 自己株式167,900株は、上記「個人その他」に含めて記載しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フリービット株式会社 東京都渋谷区円山町３-６ 731,000 51.36

中谷　宅雄 大阪府松原市 88,000 6.18

中部証券金融株式会社 愛知県名古屋市中区栄３丁目８－20 19,900 1.40

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 15,500 1.09

下津　弘享 千葉県市川市 12,700 0.89

梁瀬　泰孝 東京都港区 11,500 0.81

南角　光彦 愛知県豊明市 11,500 0.81

KBL EPB S.A. 107704
（常任代理人：みずほ銀行決済
営業部）

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG
（東京都港区港南２丁目15－１）

10,500 0.74

稲田　昌彦 東京都武蔵野市 10,300 0.72

中村　英生 東京都台東区 9,800 0.69

計 ― 920,700 64.69
 

(注) 当社は、期末日現在自己株式を167,900 株(11.80 %)所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  167,900

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,255,100 12,551
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 普通株式      200 ― ―

発行済株式総数 1,423,200 ― ―

総株主の議決権 ― 12,551 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ギガプライズ

東京都渋谷区円山町３番
６号

167,900 ― 167,900 11.80

計 ― 167,900 ― 167,900 11.80
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155号第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　平成28年５月13日開催の取締役会決議による取得の状況

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成28年５月13日)での決議状況
(取得期間平成28年５月16日～平成28年９月30日)

20,000 50,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,600 8,303

残存決議株式の総数及び価額の総額 17,400 41,696

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 87.00 83.39

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 87.00 83.39
 

 

平成28年10月19日開催の取締役会決議による取得の状況

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成28年10月19日)での決議状況
(取得期間平成28年10月20日～平成29年３月31日)

10,000 50,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,900 9,049

残存決議株式の総数及び価額の総額 8,100 40,951

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 81.00 81.90

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 81.00 81.90
 

　

平成29年３月15日開催の取締役会決議による取得の状況

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成29年３月15日)での決議状況
(取得期間平成29年４月１日～平成29年９月30日)

10,000 30,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 10,000 30,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.00 100.00

当期間における取得自己株式 2,000 4,060

提出日現在の未行使割合(％) 90.00 86.47
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(注)１ 平成29年２月13日開催の取締役会決議により、平成29年４月１日付けで株式1株につき2株の割合で株式分割い

たしました。そのため、「当期間における取得自己株式」は株式分割後の株式数を記載しております。

   ２ 当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含め

ておりません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 55 200

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 167,900 － 337,800 －
 

（注）１　当期間における保有自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの自己株式は含まれて

おりません。

２　平成29年２月13日開催の取締役会決議により、平成29年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

そのため、当期間における保有株式数については、当該株式分割による調整後の株式数を記載しておりま

す。

　

３ 【配当政策】

当社は株主の皆様への利益還元を経営の重要な課題と位置づけ、配当につきましては、各期の経営成績及び今後の

事業成長に備えるための内部留保の充実を勘案して決定する基本方針であります。

当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としております。なお、当事業年度までは期末配当の決

定機関は株主総会でありましたが、平成28年６月27日の定時株主総会の決議をもちまして期末配当の決定機関は取締

役会となりました。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり30円としておりま

す。

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への準備として投入していくこととしております。

なお、当社は会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当

を行うことができる旨を定款で定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成29年５月12日
取締役会決議

37,659 30
 

　（注）１株当たり配当額は株式分割前の株式数に基づく配当額であります。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円)
88,000

※1   775
1,222 2,639 2,680

6,050
※2  2,480

最低(円)
66,000

※1   727
680 930 1,610

2,063
※2  2,355

 

(注)１ 株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。

２ ※1印は、株式分割（平成25年４月１日、１株→100株）による権利落後の株価であります。

３ ※2印は、株式分割（平成29年４月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高(円) 4,600 4,540 5,690 6,050 5,790 5,250

最低(円) 4,125 4,210 4,440 5,500 4,700 4,840
 

(注)　株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性10名　女性１名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

― 梁　瀬　泰　孝 昭和42年８月26日

平成３年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式

会社みずほ銀行）入行

（注）３ 23,000

平成10年12月 株式会社ヤナセ取締役

平成12年12月 同社専務取締役

平成14年12月 株式会社テイ・シー・ジェー代

表取締役社長

平成14年12月 株式会社ヤナセ石油販売代表取

締役社長

平成15年６月 モラビトジャポン株式会社代表

取締役

平成17年６月 株式会社テイ・シー・ジェー取

締役（現任）

平成17年６月 大新東株式会社代表取締役社長

平成20年１月 株式会社CHINTAI取締役

平成21年３月 株式会社ショーファーサービス

代表取締役社長（現任）

平成21年11月 株式会社グリーンイノベーショ

ン社外取締役（現任）

平成24年１月 株式会社エイブル代表取締役社

長

平成26年12月 株式会社エイブル＆パートナー

ズ取締役副社長

平成27年４月 当社顧問

平成27年６月 当社代表取締役社長（現任）

平成27年６月 株式会社ESP社外取締役

平成28年３月 株式会社アースクリエイト社外

取締役（現任）

平成29年５月 株式会社フォーメンバーズ代表取
締役会長（現任）

取締役会長 ― 田　中　伸　明 昭和42年５月１日

平成12年５月 株式会社フリービット・ドット

コム（現フリービット株式会

社）設立、代表取締役副社長COO

（注）３ 1,200

平成16年７月 同社代表取締役社長COO

平成17年７月 同社代表取締役副社長CFO

平成23年５月 フリービット株式会社取締役副

社長

平成23年５月 株式会社フルスピード代表取締

役社長

平成23年10月 株式会社ファンサイド取締役

（現任）

平成24年６月 当社取締役会長（現任）

平成24年７月 株式会社フォーイット代表取締

役

平成25年６月 株式会社ベッコアメ・インター

ネット代表取締役

平成27年２月 株式会社フルスピード取締役会

長（現任）

 フリービット株式会社代表取締

役社長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役会長 ― 田　中　伸　明 昭和42年５月１日

平成27年３月 株式会社ドリーム・トレイン・

インターネット代表取締役社長

（現任）

（注）３ 1,200

平成27年５月 株式会社フォーイット取締役会

長（現任）

平成27年11月 株式会社ゴージャパン取締役(現

任)

平成28年 9月 株式会社EPARKヘルスケア(現、

株式会社フリービットEPARKヘル

スケア)代表取締役社長(現任)

取締役 ― 佐　藤　寿　洋 昭和49年３月21日

平成10年４月 株式会社東京証券会館入社

（注）３ 16,400

平成12年10月 メディアエクスチェンジ株式会

社（現株式会社ドリーム・トレ

イン・インターネット）入社

平成16年６月 同社取締役管理部長

平成17年４月 同社取締役CFO

平成20年６月 当社管理本部担当取締役副社長

平成22年６月 当社管理部兼ネットワークサー

ビス事業部担当取締役

平成23年６月 当社取締役

平成24年６月 株式会社ESP社外取締役

平成26年６月 当社代表取締役

平成27年６月 当社取締役

平成29年６月 当社専務取締役（現任）

取締役 ― 木　村　賢　治 昭和38年１月15日

昭和56年４月 岡三証券株式会社入社

（注）３ 600

平成６年３月 株式会社幸洋コーポレーション

（現シーアールイー株式会社）

総務人事課長　

平成10年４月 株式会社サンセットコーポレー

ション出向総務人事部長

平成13年７月 ソニー生命株式会社入社

平成15年12月 株式会社ソシオ人材開発事業部

長

平成19年３月 当社管理部兼経営企画室マネー

ジャー

平成20年10月 当社管理部マネージャー

平成26年６月 株式会社ESP社外取締役

平成26年７月 当社管理本部ジェネラルマネー

ジャー

平成27年６月 当社取締役

平成29年６月 当社常務取締役（現任）

取締役 ― 植　田　健　吾 昭和48年６月22日

平成９年４月 ダイア建設株式会社入社

（注）３ 2,600

平成13年４月 当社入社

平成15年２月 当社営業開発部長

平成19年６月 当社取締役兼営業開発１部マ

ネージャー

平成20年６月 当社執行役員兼営業開発１部マ

ネージャー

平成22年６月 当社営業開発部マネージャー

平成26年７月 当社事業本部ジェネラルマネー

ジャー

平成27年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ― 清　水　　高 昭和49年２月26日

平成12年５月 株式会社フリービット・ドット

コム（現フリービット株式会

社）設立、取締役

（注）３ 600

平成15年７月 同社取締役退任

平成17年８月 同社財務経理部ジェネラルマ

ネージャー

平成19年10月 株式会社ドリーム・トレイン・

インターネット監査役

平成22年７月 フリービット株式会社グループ

経営管理本部長兼財務経理部

ジェネラルマネージャー

平成23年10月 同社執行役員（現任）

平成25年６月 当社取締役（現任）

平成25年７月 フリービット株式会社取締役

平成26年５月 同社取締役COO

平成27年３月 トーンモバイル株式会社社外取

締役

平成27年４月 フリービットインベストメント

株式会社代表取締役社長（現

任）

 フリービットスマートワークス

株式会社代表取締役社長（現

任）

平成27年７月 株式会社フルスピード取締役

（現任）

 フリービット株式会社取締役副

社長（現任）

平成28年 7月 株式会社ベッコアメ・インター

ネット代表取締役社長(現任)

平成28年 9月 株式会社EPARKヘルスケア(現 株

式会社フリービットEPARKヘルス

ケア)取締役(現任)

取締役 ― 篠　　秀　一 昭和24年12月１日

昭和48年４月 山一證券株式会社入社

（注）３ 1,600

昭和60年５月 株式会社日本インベスターズ

サービス（現株式会社格付投資

情報センター）出向格付第一部

主席アナリスト

昭和62年９月 山一證券株式会社引受企画部総

務課長

平成５年５月 同社大阪証券引受部長

平成10年４月 積水化学工業株式会社総務部、

財務部、広報部担当部長

平成14年３月 同社コーポレートコミュニケー

ション部IRグループ長

平成20年３月 同社コーポレートコミュニケー

ション部長

平成22年６月 同社常勤監査役、積水樹脂株式

会社社外監査役、株式会社積水

工機製作所社外監査役、アルメ

タックス株式会社社外監査役

平成27年６月 当社社外取締役（現任）

平成28年６月 黒田電気株式会社社外取締役

（現任）

平成29年３月 プルーデントジャパンホール

ディングス株式会社社外監査役

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 ― 田　宮　　　昭 昭和23年３月２日

昭和45年４月 協和銀行（現りそな銀行）入行

（注）４ 11,000

平成元年１月 あさひ銀行（現りそな銀行）稲

毛支店長

平成３年11月 同行西陣支店長

平成５年１月 同行尼崎支店長

平成７年４月 同行より株式会社幸洋コーポ

レーション（現シーアールイー

株式会社)に出向

平成９年４月 同社管理部長

平成９年５月 あさひ銀行（現りそな銀行）よ

り同社に転籍

平成９年６月 同社取締役就任

平成16年４月 同社専務取締役就任

平成17年６月 同社常勤監査役就任

平成22年６月 当社常勤監査役就任

平成23年６月 当社社外監査役就任

 株式会社楽久屋常勤監査役就任

平成25年６月 当社常勤監査役就任（現任）

 株式会社楽久屋監査役就任（現

任）

監査役 ― 中　村　孝　英 昭和19年３月１日

昭和45年４月 石川島播磨重工業株式会社（現

株式会社IHI）入社

（注）４ －

平成７年６月 同社特許契約部長

平成10年７月 同社法務室長

平成14年６月 株式会社IHIエアロスペース常勤

監査役

平成20年３月 株式会社アドバンスト・コミュ

ニケーションズ社外取締役

平成22年７月 フリービット株式会社社外監査

役

平成23年６月 当社常勤監査役

平成25年６月 当社監査役（現任）

平成25年７月 フリービット株式会社常勤監査

役（現任）

平成26年３月 株式会社ベッコアメ・インター

ネット監査役
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 ― 永　井　清　一 昭和20年５月８日

昭和43年４月 山一證券株式会社入社

（注）４ －

平成３年１月 同社引受企画部長

平成４年８月 同社大阪店証券引受部長

平成８年４月 同社資本市場本部統括部長兼IR

統括部長

平成９年９月 同社総務部長

平成10年７月 シュウウエムラ化粧品株式会社

取締役、経営企画室、総務部、

広報部、株式公開準備室担当

平成13年２月 三和証株式会社（現三菱UFJモル

ガン・スタンレー証券株式会

社）顧問

平成16年３月 SMBCフレンド証券株式会社引受

部顧問

平成17年８月 株式会社アールエフ常務取締役

平成18年２月 日産センチュリー証券株式会社

引受本部副本部長

平成18年11月 藍澤證券株式会社投資銀行本部

長

平成21年１月 株式会社技術経営機構取締役専

務執行役員

平成21年７月 フリービット株式会社常勤監査

役（現任）

平成22年２月 当社監査役（現任）

平成22年10月 株式会社フルスピード監査役

（現任）

平成26年３月 株式会社ベッコアメ・インター

ネット監査役

監査役 ― 西田　弥代 昭和55年１月15日

平成20年12月 弁護士登録（東京弁護士会）

（注）５ －

平成20年12月 第一中央法律事務所入所

平成21年９月 東京地方検察庁五菱会被害回復

センター被害回復事務管理人

平成22年４月 日本弁護士連合会代議員

平成22年10月 隼あすか法律事務所入所（現

任）

平成25年６月 株式会社エクストリーム非常勤

監査役（現任）

平成27年６月 当社社外監査役（現任）

計 58,200
 

(注) １　取締役篠秀一は、社外取締役であります。

２　監査役田宮昭及び西田弥代は、社外監査役であります。

３　平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

４　平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

５　平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

６　平成29年４月１日付けで１株につき２株の割合で株式分割を行っており、役員の所有株式数は、当該株式分

割考慮後の株式数を記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、経営環境の変化を敏感に捉え、企業価値の最大化を図りつつ企業の社会的責任を果たしていくために

は、透明性が高く、風通しが良く、法令遵守を指向し、社会との親和性の高い経営を確立することが不可欠である

と考えております。そのため、当社ではコーポレート・ガバナンス体制の充実を経営の最重要課題の一つとして位

置づけ積極的に取り組んでおります。

 

① 企業統治の体制

当社における、企業統治の体制は、取締役会や経営会議による取締役の業務執行状況の管理、内部統制委員会に

よる内部統制システムの仕組みの強化、並びに内部監査室及び監査役による監査を機軸に経営監視体制を構築して

おります。

また、取締役会や経営会議の監督強化を目的として、社外取締役、社外監査役を選任しております。

 

a. 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

 

b. 取締役の選解任の決議要件

当社は、取締役の選任の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

 

c. 取締役会

取締役会は、社外取締役を含む取締役７名で構成されています。広い見地からの意思決定、業務執行の監督を

行っており原則として月１回行っております。

 

d. 経営会議

経営会議は、取締役会の方針により、業務執行の決定、現場情報の共有、課題の対策を目的として、原則週１

回開催されています。その構成は取締役及び随時指名される幹部社員で、常勤監査役１名も毎回参加しておりま

す。

 

e. 監査役会

監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役３名で構成されております。また常勤監査役は取締役会及び経営

会議において、経営全般又は個別案件に関する客観的かつ公正な意見陳述を行うとともに、監査役同士の合意で

立案した監査方針に従い、取締役の業務遂行に対しての適法性を監査しております。

 

f. 取締役及び監査役の責任免除

当社は、非業務執行取締役及び監査役全員と会社法423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第1項に定める額を責任限度としております。

 

g. 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約締結

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項の

損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令を限度額とする契約を締結

しております。

 

h. 内部統制推進委員会

当社は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制を保持するため、全

社的な内部統制及び各業務プロセスの統制活動を強化し、適正かつ有効な評価ができるよう内部統制システムを

構築しております。また、適切な運用を行っていくため、内部統制推進委員会を設置しております。
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また、内部統制システムの中にリスク対策に関する体制を整備しており、リスクの抽出、分析及び対応に努め

ております。

 

i. 自己の株式の取得の要件

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

j. 中間配当

当社は、取締役会の決議によって、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当（中間配当）をすること

ができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

 

k. 株主総会の特別決議要件

会社法309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

l. ディスクロージャー

経営の透明性を高め、情報の非対称性による利害関係者の不利益を最小にするため、会社の経営情報の適時適

切な情報開示に努めます。

 

② 内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、取締役会の決議に基づく内部統制システム整備の基本方針を次のとおり定めており、本基本方針に則

りリスク管理体制を含めた内部統制システムの整備に努めております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）企業として社会的責任を果たすため、役職員が法令・定款及び企業倫理を遵守した職務執行を行うよう企

業行動規範を定める。

２）代表取締役社長が全役職員に企業行動規範の精神を繰返し伝えることにより、法令等の遵守があらゆる企

業活動の前提であることを周知・徹底する。

３）法令遵守の観点から、これらに反する行為を早期に発見し是正するため、内部通報制度を構築し、全役職

員に周知徹底する。

４）内部通報制度に基づく報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）取締役の職務執行に係る情報（取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書）を文書又は電磁的媒体で記録

し、社内文書管理規程に従い保存する。

２）取締役及び監査役は、取締役の職務執行に係る情報をいつでも閲覧することができる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）職務執行に係るリスク管理については、リスク管理に関する通達に基づき当該部門が行ないその状況や対

応内容を内部統制部門に報告する。

２）組織横断的なリスク状況の監視並びに全社的対応については、リスク管理に関する通達に基づき内部統制

部門が対応し、必要に応じてその状況や対応内容を取締役会に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）各取締役の業務分掌を明確にし、職務権限規程及び稟議規程に基づき権限と責任を付することによって、

権限委譲を図り効率性を担保するとともに、取締役相互の監視機能が働くようにする。

２）職務の遂行に伴うリスクを全社的に洗い出して評価を行い、統制すべきリスクに関する対応のための体制

を整備する。

３）取締役会で決定された経営計画の達成状況を、毎月の取締役会で報告することによって現在の経営状態の

把握を行い、問題点があった場合の早期認識及び改善策の早期策定を可能にする。

４）取締役会は、経営方針、経営戦略等の業務に関する重要事項の協議を目的として、常勤役員及び各部署の

責任者で構成する経営会議を取締役会の諮問機関として設置し、経営に関する重要事項につき検討する。
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５）コンプライアンス担当部署は、役職員の職務の執行が効率的に行われていることを日常的にモニタリング

し、その結果を定期的に代表取締役社長に報告する。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）当社の定める企業行動規範をグループ各社に周知し、グループ全体の役職員が一体となり遵法意識の向上

を図る。内部通報制度についても、その通報窓口を子会社にも開放し、これを子会社に周知することによ

り、当社グループにおけるコンプライアンスの実効性とグループ内取引の公正性を確保する。

２）グループ各社における経営上重要な事項については、当社取締役会の付議事項とし、その他の事項につい

ては、当社経営会議の審議を経るものとする。

３)グループ各社における事業推進に伴う損失の危険の管理について、リスクの適切な識別及び管理の重要性

を認識・評価し、状況分析を行うことで、当社グループ全体として、業務に係る最適な管理体制を構築す

る。

４）当社内部監査室は、グループ各社に対する内部監査を実施する。

５）グループ各社は、経営目標を設定し、当期見通し等について、当社経営陣と協議する。当社経営会議は、

グループ各社の経営目標の達成状況等を定期的に検証し、その結果を当社取締役会に報告するとともに、

グループ各社にフィードバックする。

６）当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係を一切遮断するため、

不当要求等については、毅然かつ組織的に対応する。

６．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体

制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）当社及び子会社の役職員は、会社に重大な損失を与える事項の発生又は発生する恐れがあるとき、及び役

職員による違法又は不正な行為を発見したとき、並びにその他会社に著しい信用失墜を及ぼす恐れのある

事象が生じたときは速やかに監査役に報告する。

２）監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、必要なときは意見を述べ、かつ監査上必要と判断したと

きは、取締役会議事録、稟議書など経営に関する重要書類をいつでも閲覧することができる。

３）当社及び子会社の役職員は、監査役の監査業務に対しその重要性と有用性を認識・理解し、監査が実効的

に行われるよう協力する。

４）監査役は、代表取締役社長並びに会計監査人との定期的な意見交換会を開催するとともに、内部監査部門

との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

５）監査役は、監査上必要があるときは、取締役及び重要な役職員に対し個別ヒヤリングの機会を設けること

ができる。

６）監査役への報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。

７．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の職務の執行について生ずる費用又

は処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に費用の前払い等の請求をした場合は、速やかに当該費用又は債

務を処理するものとする。通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費用が発

生する場合においては、監査役は事前に通知するものとする。

８．財務計算に関する報告及び情報の適正性を確保するための体制

１）当社グループの財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制基本方針を定めて維持・運用

する。

２）当社グループの財務報告に係る内部統制の有効性を継続的に評価し、内部統制について必要な是正・改善

を行なうことにより業務品質の向上を図る。
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③ 内部監査及び監査役監査

a. 監査役監査

・当社は、監査役会を設置し、法令、定款及び監査役会規程の定めるところにより、監査に係る重要事項につ

いて報告を受け、協議を行い、又は決議をします。

・監査役は、取締役の職務執行の監査、取締役会等の意思決定の監査及び財務報告体制の監査のほか、会計監

査として会計方針・会計処理等の監査、計算書類などの監査及び会計監査人からの報告の監査、更に企業情

報開示体制の監査にあたります。

・監査役会は、重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査方針をたて、監査計画を作成します。有効か

つ効率的な監査の実施のため、会計監査人及び内部監査室とは緊密な連携を図っています。

・常勤監査役は、経営会議を始めとする社内の重要な会議又は委員会に出席します。また、監査役全員による

代表取締役社長との会談を定期的に開催するほか、常勤監査役は取締役との個別対話、コンプライアンス経

営のための内部統制システムとして設置している内部統制推進委員会及び会計監査人との会議において報告

を受け意見交換を行います。

・監査役会は、田宮昭監査役及び永井清一監査役を財務・会計に関する知見を有する監査役として選任してい

ます。

・監査役会は、中村孝英監査役及び西田弥代監査役を法務に関する知見を有する監査役として選任していま

す。

田宮昭監査役は、株式会社りそな銀行において銀行業務に携わった後、株式会社コマーシャル・アールイー

（現株式会社シーアールイー）においては取締役、常勤監査役として経営全般の監督を経て、株式会社楽久

屋の社外監査役として経営全般を監督しております。

中村孝英監査役は、石川島播磨重工業株式会社（現株式会社IHI）において、法務業務に携わった後、株式

会社IHIエアロスペース常勤監査役、株式会社アドバンスト・コミュニケーション社外取締役を勤め、フ

リービット株式会社の常勤監査役として経営全般を監督しております。

永井清一監査役は、山一證券株式会社においてIR業務に携わった後、シュウウエムラ化粧品株式会社におい

て取締役を勤め、フリービット株式会社、株式会社フルスピードの監査役として経営全般を監督しておりま

す。

西田弥代監査役は、東京弁護士会にて弁護士登録後、第一中央法律事務所を経て、隼あすか法律事務所に入

所しております。又、株式会社エクストリームの非常勤監査役として経営全般を監督しております。

 

b. 内部監査

・コンプライアンス経営のための内部統制システムとして、内部監査室を設置しており、社内の各業務につい

て、経営方針、社内規程・会計処理への準拠、効率経営及び法令の遵守という観点から内部監査を定期的に

実施しております。

・内部監査の独立性・客観性を担保する為、内部監査室は代表取締役社長直轄の組織としています。有価証券

報告書提出日現在、内部監査室は内部監査責任者をはじめ、５人で構成されております。

・各年度の内部監査方針は内部監査計画とともに代表取締役社長の承認を得る必要があります。内部監査は、

監査対象部門に対して事前の予告をして、又は予告なしで実施します。内部監査担当者は内部監査報告書の

作成に先立ち監査対象部門に対し内部監査結果の講評を行い、指摘事項については十分意見の交換を行いま

す。監査結果は代表取締役社長に提出され、取締役会にて報告し、改善すべき事項は、改善状況の報告を求

め、再評価を行います。

 

c. 監査役監査、内部監査室監査及び会計監査人との連携

・監査役会は、期末において内部監査室及び会計監査人より内部統制監査の手続及び監査結果の概要につき報

告を受け、意見交換を行います。常勤監査役は、期中において会計監査人より監査計画・重点監査項目・監

査状況等の報告を受け、情報交換を図ると共に、有効かつ効率的な会計監査及び内部統制監査の遂行につい

て協議します。
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・常勤監査役は、効率的な監査の遂行のため内部監査室と都度情報交換を行っております。内部監査室は、内

部監査の計画及び実績を監査役会に報告します。監査役は、必要に応じ、内部監査室及びその他内部統制を

所管する部署に対して、内部統制システムの状況及びリスク評価等について報告を求め、また、監査への

種々協力を求めます。

 

④ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名であります。また、社外監査役は２名であります。

社外取締役の篠秀一並びに社外監査役の田宮昭及び西田弥代の兼職状況は、「第４　提出会社の状況　５　役

員の状況」の略歴に記載のとおりであります。

社外取締役の篠秀一並びに社外監査役の田宮昭及び西田弥代は、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係

その他利害関係について、該当事項はありません。

当社では、社外取締役及び社外監査役を企業統治の在り方の追求及び実効性・独立性の確保の仕組みを機能さ

せ、企業価値向上についての日常的なモニタリングを行うことを期待して選任しております。

また、監査役、会計監査人、内部監査室及び内部統制推進委員会と連携を執り、客観的かつ効果的にモニタリ

ングを行っております。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めておりませ

んが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。
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［企業統治の体制の概要］

 

 
⑤　役員報酬

第21期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次

のとおりであります。なお、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針については、定めておりま

せん。

 

役員区分 報酬額の総額 基本報酬
対象となる役員の人数

（名）

取締役

(社外取締役を除く。)
72,030 72,030 ４

監査役

(社外監査役を除く。)
- - -

社外役員 10,200 10,200 ３

計 82,230 82,230 ７
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⑥　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当はありません。

 

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

 

（前事業年度）

特定投資株式

該当事項はありません。

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

（当事業年度）

特定投資株式

該当事項はありません。

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑦ 会計監査の状況

会計監査の状況につきましては、有限責任監査法人トーマツと金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づく監査契約を締結し、会計に関する事項の監査を受けております。

また、監査役や内部監査担当者と連携し、より的確かつ効率的な会計監査が行われる仕組みとしております。

 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

業務執行社員
森　田　浩　之

有限責任監査法人トーマツ
五十嵐　　　徹

 

(注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士７名、その他５名
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 15,500 － 19,300 －

連結子会社 － － － －

計 15,500 － 19,300 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査法人から提示を受けた監査報酬見積額に対して

内容の説明を受け、監査報酬が適正か検討し両者協議の上、監査役会での同意のもと決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成28年４月１日から平成29年３

月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)の財務諸表について、有

限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

  会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、当該財

務会計基準機構が行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,006,434 1,347,591

  受取手形及び売掛金 373,398 480,764

  仕掛品 27,446 29,314

  原材料及び貯蔵品 14,290 35,093

  繰延税金資産 9,746 6,874

  その他 39,991 98,779

  貸倒引当金 △3,130 △4,132

  流動資産合計 1,468,175 1,994,283

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 84,767 101,955

    減価償却累計額 △26,678 △37,837

    建物及び構築物（純額） 58,089 64,118

   車両運搬具 1,093 4,553

    減価償却累計額 △1,093 △3,419

    車両運搬具（純額） 0 1,133

   工具、器具及び備品 198,343 219,430

    減価償却累計額 △176,142 △191,459

    工具、器具及び備品（純額） 22,201 27,971

   土地 45,878 45,878

   リース資産 7,934 61,790

    減価償却累計額 △1,874 △8,024

    リース資産（純額） 6,059 53,765

   有形固定資産合計 132,229 192,867

  無形固定資産   

   のれん 3,133 344,016

   ソフトウエア 42,809 61,524

   その他 485 485

   無形固定資産合計 46,428 406,027

  投資その他の資産   

   長期貸付金 19,000 40,749

   繰延税金資産 69,155 58,211

   その他 63,037 21,378

   貸倒引当金 △70,079 △23,756

   投資その他の資産合計 81,113 96,582

  固定資産合計 259,771 695,477

 資産合計 1,727,947 2,689,761
 

 

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

有価証券報告書

38/83



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 134,400 169,995

  短期借入金 － 411,500

  1年内返済予定の長期借入金 117,104 145,830

  リース債務 1,428 13,061

  未払金 40,741 208,750

  未払法人税等 93,405 86,171

  その他 73,685 81,891

  流動負債合計 460,763 1,117,199

 固定負債   

  長期借入金 149,886 136,484

  退職給付に係る負債 18,913 21,960

  リース債務 5,117 47,613

  資産除去債務 10,913 11,046

  その他 － 10,080

  固定負債合計 184,830 227,185

 負債合計 645,594 1,344,384

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 195,310 195,310

  資本剰余金 115,505 115,505

  利益剰余金 935,211 1,215,788

  自己株式 △163,674 △181,227

  株主資本合計 1,082,352 1,345,376

 純資産合計 1,082,352 1,345,376

負債純資産合計 1,727,947 2,689,761
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 2,928,416 3,753,712

売上原価 1,838,024 2,384,822

売上総利益 1,090,392 1,368,889

販売費及び一般管理費 ※1  626,615 ※1  868,004

営業利益 463,776 500,885

営業外収益   

 受取利息 285 1,591

 受取配当金 55 －

 違約金収入 － 1,043

 その他 160 819

 営業外収益合計 501 3,454

営業外費用   

 支払利息 2,155 1,376

 持分法による投資損失 117,988 36,597

 貸倒引当金繰入額 19,000 －

 その他 25 58

 営業外費用合計 139,169 38,031

経常利益 325,108 466,308

特別利益   

 投資有価証券売却益 2,842 4,905

 特別利益合計 2,842 4,905

特別損失   

 事務所移転費用 － 857

 特別損失合計 － 857

税金等調整前当期純利益 327,951 470,357

法人税、住民税及び事業税 152,105 150,767

法人税等調整額 △38,612 13,815

法人税等合計 113,492 164,583

当期純利益 214,458 305,773

親会社株主に帰属する当期純利益 214,458 305,773
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 214,458 305,773

その他の包括利益   

 その他の包括利益合計 ※1  － ※1  －

包括利益 214,458 305,773

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 214,458 305,773

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 195,310 115,505 733,508 △129,721 914,602 914,602

当期変動額       

剰余金の配当   △12,755  △12,755 △12,755

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  214,458  214,458 214,458

自己株式の取得    △33,952 △33,952 △33,952

当期変動額合計 － － 201,702 △33,952 167,750 167,750

当期末残高 195,310 115,505 935,211 △163,674 1,082,352 1,082,352
 

 

当連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 195,310 115,505 935,211 △163,674 1,082,352 1,082,352

当期変動額       

剰余金の配当   △25,197  △25,197 △25,197

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  305,773  305,773 305,773

自己株式の取得    △17,553 △17,553 △17,553

当期変動額合計 － － 280,576 △17,553 263,023 263,023

当期末残高 195,310 115,505 1,215,788 △181,227 1,345,376 1,345,376
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 327,951 470,357

 減価償却費 36,736 44,685

 のれん償却額 5,930 3,133

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 19,599 △64,143

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,220 3,046

 受取利息及び受取配当金 △340 △1,591

 支払利息 2,155 1,376

 投資有価証券売却損益（△は益） △2,842 △4,905

 持分法による投資損益（△は益） 117,988 36,597

 売上債権の増減額（△は増加） △110,879 △74,410

 たな卸資産の増減額（△は増加） △15,354 △22,670

 仕入債務の増減額（△は減少） 46,365 35,595

 破産更生債権の増減額（△は増加） － 45,319

 その他 △21,934 641

 小計 408,595 473,030

 利息及び配当金の受取額 292 61

 利息の支払額 △2,197 △1,418

 法人税等の支払額 △189,575 △156,616

 営業活動によるキャッシュ・フロー 217,115 315,056

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △11,298 △18,915

 無形固定資産の取得による支出 △10,300 △24,239

 投資有価証券の取得による支出 △122,172 △6,161

 投資有価証券の売却による収入 6,486 11,606

 貸付けによる支出 △19,000 △270,000

 貸付金の回収による収入 5,834 －

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ ※2  20,627

 差入保証金の差入による支出 △7,413 △30

 その他 － 451

 投資活動によるキャッシュ・フロー △157,863 △286,661

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △25,004 350,000

 長期借入れによる収入 － 150,000

 長期借入金の返済による支出 △157,104 △140,486

 自己株式の取得による支出 △33,952 △17,553

 配当金の支払額 △12,850 △25,164

 リース債務の返済による支出 △1,428 △4,035

 財務活動によるキャッシュ・フロー △230,339 312,761

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △171,087 341,156

現金及び現金同等物の期首残高 1,177,521 1,006,434

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,006,434 ※1  1,347,591
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　 2社

連結子会社の名称

　株式会社ESP

　株式会社フォーメンバーズ

持分法適用関連会社であった株式会社フォーメンバーズは、平成29年２月13日に株式を追加取得したこ

とにより新たに子会社となったため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。　　　

なお、当連結会計年度は、株式会社フォーメンバーズの決算日である１月31日をみなし取得日としてい

るため、貸借対照表のみを連結しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社　　0社

従来、持分法適用会社であった株式会社フォーメンバーズは、株式の追加取得により連結子会社となった

ため、持分法の適用範囲から除外しております。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社フォーメンバーズの決算日は1月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。

ただし、同社の決算日以降、連結決算日までの間に発生した連結会社間の重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

仕掛品及び原材料

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数については下記のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　６～47年

車両運搬具　　　　　　　２年

工具、器具及び備品　　　２～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法、市場

販売目的のソフトウエアについては、見込販売有効期間（３年）における見込販売数量に基づく償却額

と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によってお

ります。
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③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（５年間）の定額法により償却を

行っております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響額はありません。

 

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において「有形固定資産」の「その他」に含めていた「車両運搬具」及び「リース資産」

は、金額的重要性が増したため当連結会計年度より独立掲記することとしております。

これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」の「その他」に表示していた9,027

千円は「車両運搬具」1,093千円（取得原価）及び「リース資産」7,934千円（取得原価）として組み替えてお

ります。　　　　

前連結会計年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「長期貸付金」は、金額的重要性

が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた

82,037千円は、「長期貸付金」19,000千円及び「その他」63,037千円として組み替えております。

前連結会計年度において「流動負債」の「その他」に含めていた「リース債務」及び「固定負債」の「その

他」に含めていた「リース債務」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとし

ております。

これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた75,113千

円は「リース債務」1,428千円及び「その他」73,685千円と、「固定負債」の「その他」に表示していた5,117

千円は「リース債務」5,117千円として組み替えております。

　

(追加情報)
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（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連

結会計年度から適用しております。

 

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 64,500千円 82,230千円

給与手当 206,782〃 289,518〃

業務委託手数料 97,195〃 122,017〃

貸倒引当金繰入額 599〃 △1,125〃

退職給付費用 3,906〃 3,554〃
 

　

(連結包括利益計算書関係)

※１　　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 2,842千円 4,905千円

 組替調整額 △2,842 〃 △4,905 〃

   税効果調整前 -千円 -千円

   税効果額  -〃  -〃

   その他有価証券評価差額金 -千円 -千円

その他の包括利益合計 -千円 -千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,423,200 － － 1,423,200
 

　　　　

２．自己株式に関する事項

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 147,645 15,700 － 163,345
 

　　　　

(変動事由の概要)

　取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　 　  　　　     15,700株

 

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,755 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 25,197 20 平成28年３月31日 平成28年６月28日
 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,423,200 － － 1,423,200
 

　　　

２．自己株式に関する事項

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 163,345 4,555 － 167,900
 

 
(変動事由の概要)

取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　 　        4,500株

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　 55株

 

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成28年６月27日
株主総会

普通株式 25,197 20 平成28年３月31日 平成28年６月28日
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　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 37,659 30 平成29年３月31日 平成29年６月28日
 

（注）1株当たり配当額は株式分割前の株式数に基づく配当額であります。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金 1,006,434千円 1,347,591千円

現金及び現金同等物 1,006,434千円 1,347,591千円
 

 

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社フォーメンバーズを連結したことに伴う、連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得による収入（純増）との関係は次のとおりです。

　

流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70,722千円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46,397千円

のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 344,016千円　

流動負債　　　                     　　　　 △196,784千円

固定負債　　　　　                        　△300,946千円

支配獲得時までの持分法による投資評価額         36,597千円

子会社株式の取得価額　　　　　　　　　　　　　　　　 2千円

支配獲得時までの取得価額　　　　　　　　　　　　　 △1千円

追加取得価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1千円

現金及び現金同等物　   　　　　　　          20,628千円

 差引:取得による収入                         20,627千円

　

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

有形固定資産　通信機器（工具、器具及び備品）であります。

　② リース資産の減価償却の方法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

 
所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

有形固定資産　本社におけるコピーFAX複合機（工具、器具及び備品）であります。

　② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

１年内 12,934千円 12,934千円

１年超 34,419〃 21,484〃

合計 47,353千円 34,419千円
 

　

 
(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、HomeIT事業及び不動産事業の設備投資計画及び人材育成計画に照らして、必要な資金

（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転

資金を銀行借入により調達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主として取引先企業との業務または資本提携等に関連する非上場株式であり、発行体の

信用リスクに晒されております、

支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で３年後であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（投資や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況または関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部門からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性を売上高の３ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。ま

た、流動性リスクの備えとして、当座貸越契約を締結しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

 

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち37.77%が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものはありません。

 

前連結会計年度(平成28年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 1,006,434 1,006,434 -

(2) 受取手形及び売掛金 373,398   

　　　 貸倒引当金(※) △3,130   

 370,268 370,268 -

資産計 1,376,702 1,376,702 -

(1) 支払手形及び買掛金 134,400 134,400 -

(2) 短期借入金 - - -

(3) 未払金 40,741 40,741 -

(4) 長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含
む）

266,990 267,035 45

負債計 442,131 442,176 45
 

　 (※)受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

　

当連結会計年度(平成29年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 1,347,591 1,347,591 -

(2) 受取手形及び売掛金 480,764   

　　　 貸倒引当金(※) △4,132   

 476,631 476,631 -

資産計 1,824,222 1,824,222 -

(1) 支払手形及び買掛金 169,995 169,995 -

(2) 短期借入金 411,500 411,500 -

(3) 未払金 208,750 208,750 -

(4) 長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含
む）

282,314 282,149 △165

負債計 1,072,560 1,072,394 △165
 

　 (※)受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

 
(注１)金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。
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(注２)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,006,434 - - -

受取手形及び売掛金 373,398 - - -

合計 1,379,832 - - -
 

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,347,591 - - -

受取手形及び売掛金 480,764 - - -

合計 1,828,355 - - -
 

 

(注３)短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 117,104 92,708 42,556 14,622 - -

合計 117,104 92,708 42,556 14,622 - -
 

　

当連結会計年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 411,500 - - - - -

長期借入金 145,830 94,582 41,902 - - -

合計 557,330 94,582 41,902 - - -
 

　

 
(有価証券関係)

１．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 6,486 2,842 -

合計 6,486 2,842 -
 

 

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 11,606 4,905 -

合計 11,606 4,905 -
 

 

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

有価証券報告書

51/83



 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際し

て、退職給付に係る負債の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

なお、退職給付に係る負債の計算については簡便法を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

　

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 15,693千円 18,913千円

退職給付費用 4,804〃 5,085〃

退職給付の支払額 △1,584〃 △2,039〃

制度への拠出額 -〃 -〃

退職給付に係る負債の期末残高 18,913〃 21,960〃
 

　

(2) 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 18,913千円 21,960千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 18,913〃 21,960〃

退職給付に係る負債 18,913〃 21,960〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 18,913〃 21,960〃
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度4,804千円　当連結会計年度5,085千円

　

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度2,332千円、当連結会計年度2,379千円

であります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

(繰延税金資産)   

①　流動資産   

未払事業税 5,824千円 4,460千円

棚卸資産 525〃 525〃

貸倒損失 925〃 1,270〃

繰越欠損金 927〃 -〃

貸倒引当金 1,542〃 617〃

計 9,746千円 6,874千円

②　固定資産   

退職給付に係る負債 5,791千円 6,724千円

投資有価証券 4,501〃 4,501〃

関係会社株式 36,127〃 36,127〃

貸倒引当金 21,458〃 7,328〃

資産除去債務 3,341〃 3,382〃

その他 170〃 2,080〃

小計 71,390千円 60,144千円

評価性引当額 -千円 -千円

計 71,390千円 60,144千円

繰延税金資産合計 81,136千円 67,018千円

   

(繰延税金負債)   

固定負債   

資産除去債務に対応する除去費用 △2,235千円 △1,933千円

計 　△2,235千円 △1,933千円

繰延税金負債合計 △2,235千円 △1,933千円

   

差引：繰延税金資産純額 78,901千円 65,085千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.06% 30.86%

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.12% 1.61%

住民税均等割等 0.37% 0.26%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.90% -%

のれん償却額 0.12% 0.21%

雇用促進税制に係る税額控除 △1.60% -%

持分法による投資損失 -% 2.40%

その他 △0.37% △0.35%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.60% 34.99%
 

 

 
(企業結合等関係)

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 株式会社フォーメンバーズ

事業の内容　　　 不動産仲介事業・各種コンサルティング事業

② 企業結合を行った理由

当社といたしましては、株式会社フォーメンバーズの株式を追加取得し、同社を連結子会社化すること

で、営業部門の連携による集合住宅向けISPサービスや不動産賃貸管理ソフト『FutureVision Air』の同社を

通じた拡販はもとより、フランチャイズ店舗開発の推進によるイオンハウジング事業の早期展開を行い、集

合住宅向けISPに次ぐ事業の柱として強化していくためであります。　　

また、昨今の不動産業界を取り巻く環境は、不動産業務とITが融合した不動産Techの概念がうたわれ、ス

マートメーターの導入によるHEMSの普及、各種IoT機器による家電制御や見守り・防犯サービスの開始、AIや

VRの活用による不動産仲介業務の変革、IT重説の社会化実験の開始、民泊に対する管理業務支援など、社会

的にも大きな事業拡大の余地があるものと考えております。

そこで、当社グループのネットワークインフラ、システム開発力、不動産関連業務ノウハウ等を活用し、

IoT機器やVR技術などを利用した各種サービスを同社と共に展開し、住まいを取り巻く様々なニーズに合致し

たサービスを提供することで、より一層の事業拡大を行うためであります。

③ 企業結合日

　 平成29年３月31日

④ 企業結合の法的形式

　 株式取得

⑤ 結合後企業の名称

  株式会社フォーメンバーズ

⑥ 取得した議決権比率

  取得直前に所有していた議決権比率　　19.98%

  企業結合で追加取得した議決権比率   31.02%

　 取得後の議決権比率　51.00%

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　 当社が株式会社フォーメンバーズの株式を取得し、同社が子会社となったためであります。

 
(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

被取得企業の決算日である平成29年1月31日をみなし取得日としているため、当連結会計年度に係る連結損

益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。
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(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得対価　　長期貸付金（貸倒引当金控除後）　　1千円

取得原価　                                 　1千円

※貸付金の代位弁済による株式取得であります。

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　　3,750千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 ① 発生したのれんの金額

344,016千円

 ② 発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

 ③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却　

 
(6) 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　　         　　70,722千円

固定資産                   　　46,397千円

資産合計　　　　         　 　117,120千円

流動負債                  　　196,784千円

固定負債                  　　300,946千円

負債合計                 　　 497,731千円

 
(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法

売上高　　　　　        　 　 415,131千円　　　

営業利益                     △122,790千円        

 

(概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社等の賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.297%を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。
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(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

期首残高 10,782千円 10,913千円

有形固定資産の増加に伴う増加額 -〃 -〃

時の経過による調整額 131〃 132〃

期末残高 10,913千円 11,046千円
 

 

(賃貸等不動産関係)

当社グループでは、東京都、埼玉県及び福岡県において、賃貸住宅（土地を含む。）を有しております。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は3,277千円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費

用は売上原価に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、3,209千円

（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

 
  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 88,529 87,393

期中増減額 △1,136 △1,136

期末残高 87,393 86,257

期末時価 80,800 80,100
 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて社外の不動産鑑定業者による鑑定評価で算

定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 １．報告セグメントの概要

　　(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会が、経費資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、グループ経営機能を担う当社の元、サービス別セグメントから構成されており

「HomeIT事業」及び「不動産事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

　 (2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「HomeIT事業」は、集合住宅居住者向けにISPサービス及びセキュリティシステムサービスを提供し、法

人向けにMSPサービスやホスティングサービス等のネットワークサービスを提供しております。「不動産事

業」は、連結子会社である株式会社フォーメンバーズと共同で、イオンモール株式会社のイオンハウジング

事業におけるフランチャイズ店舗開発の推進、展開及び同フランチャイズ店舗を通じた不動産賃貸、売買仲

介業務を行っております。

 

  (3) 報告セグメントの変更等に関する事項

株式会社フォーメンバーズの連結子会社化に伴い、開示情報としての重要性が増したため、従来「その

他」に含めていた「不動産事業」を報告セグメントとして記載しております。なお、前連結会計年度のセグ

メント情報については、変更後の区分により作成したものを記載しております。

なお、株式会社フォーメンバーズは、貸借対照表のみを連結しているため、セグメント資産のみを記載し

ております。　　　　　　

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。

株式会社フォーメンバーズの連結子会社化に伴い、開示情報としての重要性が増したため、「報告セグメン

トごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」を記載しております。なお、前連結

会計年度のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載しております。

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行っているものでありま

す。

なお、株式会社フォーメンバーズは、貸借対照表のみを連結しているため、セグメント資産のみを記載して

おります。
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 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　　　前連結会計年度（自　平成27年４月1日　至　平成28年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上

額 
HomeIT事

業
不動産事

業
計

売上高        

 外部顧客への売上高 2,903,130 - 2,903,130 25,286 2,928,416 - 2,928,416

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - - - - - -

計 2,903,130 - 2,903,130 25,286 2,928,416 - 2,928,416

セグメント利益 809,184 - 809,184 6,889 816,074 △352,298 463,776

セグメント資産 494,255 - 494,255 91,455 585,710 1,142,236 1,727,947

その他の項目        

　減価償却費 25,963 - 25,963 1,136 27,099 9,637 36,736

　のれん償却額 5,930 - 5,930 - 5,930 - 5,930

　持分法投資損失 - 117,988 117,988 - 117,988 - 117,988

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

60,321 - 60,321 - 60,321 2,088 62,410
 

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業・不動産賃貸事

業を営んでおります。

2.「調整額」は、以下のとおりであります。　

（1）セグメント利益の調整額△352,298千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

内容は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額1,142,236千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産でありま

す。

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額2,088千円は、主に本社の器具備品であります。

3.セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　

 

　　　当連結会計年度（自　平成28年４月1日　至　平成29年３月31日）

　                                                                        　　　     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上

額 
HomeIT事

業
不動産事

業
計

売上高        

 外部顧客への売上高 3,733,146 - 3,733,146 20,566 3,753,712 - 3,753,712

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - - - - - -

計 3,733,146 - 3,733,146 20,566 3,753,712 - 3,753,712

セグメント利益 1,032,304 - 1,032,304 6,206 1,038,510 △537,625 500,885

セグメント資産 681,772 461,136 1,142,908 89,600 1,232,508 1,457,253 2,689,761

その他の項目        

　減価償却費 35,882 - 35,882 1,136 37,018 7,666 44,685

　のれん償却額 3,133 - 3,133 - 3,133 - 3,133

　持分法投資損失 - 36,597 36,597 - 36,597 - 36,597

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

72,888 358,703 431,591 - 431,591 1,939 433,530
 

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業・不動産賃貸事

業を営んでおります。

2.「調整額」は、以下のとおりであります。　

（1）セグメント利益の調整額△537,625千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

内容は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（2）セグメント資産の調整額1,457,253千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社資産でありま

す。

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額1,939千円は、主に本社のソフトウェアであります。

3.セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　

 
【関連情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

D.U-NET株式会社 1,176,881 HomeIT事業
 

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

D.U-NET株式会社 1,729,340 HomeIT事業
 

 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月1日　至　平成28年3月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月1日　至　平成29年3月31日)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

有価証券報告書

59/83



 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月1日　至　平成28年３月31日）

                                                                                 （単位：千円）

 HomeIT事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 5,930 - - - 5,930

当期末残高 3,133 - - - 3,133
 

 
当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

                                                                                      （単位：千円）

 HomeIT事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 3,133 - - - 3,133

当期末残高 - 344,016 - - 344,016
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月1日　至　平成28年3月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月1日　至　平成29年3月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

 

１．関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
フリービット
株式会社

東京都
渋谷区

4,514,185

イ ン タ ー
ネ ッ ト 工
事、サポー
ト、システ
ム開発、保
守

（被所有）
直接 58.03

自社サービス
提供
役員の兼任

イ ン タ ー
ネ ッ ト 工
事、サポー
ト

21,779 売掛金 7,874

 

（注）１　記載金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針

　　 市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

該当事項はありません。　

 

（イ）連結財務諸表提出会社の関連会社等

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社
株 式 会 社
フ ォ ー メ ン
バーズ

東京都
中央区

98,993

不動産仲介
業務
各種コンサ
ルティング
事業

所有
直接 19.98

資金の貸付 資金の貸付 19,000 長期貸付金 19,000

 

（注）１　資金の貸付については、当社の調達金利に基づいて利率を合理的に決定しております。

 ２ 関連会社の貸付金に対して19,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、当連結会計年度において

19,000千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社
株 式 会 社
フ ォ ー メ ン
バーズ

東京都
中央区

98,993

不動産仲介
業務
各種コンサ
ルティング
事業

所有
直接 19.98

資金の貸付
資金の貸付
利息の受取

(注)2

270,000
1,299

 

-
-

-
-

 

（注）１　資金の貸付については、当社の調達金利に基づいて利率を合理的に決定しております。

 ２ 株式会社フォーメンバーズは、当連結会計年度より当社の連結子会社となっており、取引金額および議決

権所有割合は連結子会社となる前までの数値を記載しております。
 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

フリービット株式会社（東京証券取引所に上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 429円55銭 535円88銭

１株当たり当期純利益金額 84円53銭 121円59銭
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
(平成28年３月31日)

当連結会計年度末
(平成29年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,082,352 1,345,376

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,082,352 1,345,376

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

2,519,710 2,510,600
 

 

　　３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 親会社株主に帰属する当期純利益金額(千円) 214,458 305,773

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益金額（千円）

214,458 305,773

  普通株式の期中平均株式数(株) 2,537,187 2,514,718
 

 

４．当社は、平成29年４月１日付けで、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っているため、前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定

しております。
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(重要な後発事象)

（株式分割）

当社は、平成29年２月13日開催の取締役会決議に基づき平成29年４月1日付にて株式分割を行っております。

１．株式分割の目的

株式分割の実施により、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家層の拡大及び流動性の向

上を図ることを目的といたします。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

平成29年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１

株につき２株の割合をもって分割いたしました。

（２）分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数 　　　　　1,423,200株

株式分割により増加した株式数　　　　 1,423,200株

株式分割後の発行済株式総数 　　　　　2,846,400株

株式分割後の発行可能株式総数 　　 　10,346,400株

（３）分割の日程

基準日公告日　 　　　　　平成29年３月16日

基準日 　　　　　　　　　平成29年３月31日

効力発生日 　　　　　　　平成29年４月１日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割による影響については、（１株当たり情報）に記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

有価証券報告書

63/83



⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 - 411,500 1.60 -

１年以内に返済予定の長期借入金 117,104 145,830 0.52 -

１年以内に返済予定のリース債務 1,428 13,061 - -

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

149,886 136,484 0.48 平成30年～平成32年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,117 47,613 - 平成32年～平成34年

合計 273,535 754,489 - -
 

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務

については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上

しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務 (１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後の5年以内における返済予定

額は次のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 94,582 41,902 - -

リース債務 13,061 13,061 12,466 9,025
 

 

【資産除去債務明細表】

明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記載を

省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 821,556 1,703,131 2,674,713 3,753,712

税金等調整前
四半期（当期）純利益金額（千円）

113,492 243,786 333,121 470,357

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益金額（千円）

75,285 164,328 217,332 305,773

１株当たり
四半期（当期）純利益金額（円）

29.90 65.30 86.40 121.59

 

 

 
 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 29.90 35.41 21.09 35.21

 

(注) 当社は、平成29年４月１日付けで、普通株式1株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割に

ついては、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定

しております。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 996,551 980,714

  受取手形 1,585 2,412

  売掛金 ※  349,578 ※  442,945

  仕掛品 24,798 28,130

  原材料及び貯蔵品 14,290 35,093

  前払費用 9,938 22,821

  繰延税金資産 9,280 6,826

  その他 ※  32,240 ※  67,891

  貸倒引当金 △2,997 △4,118

  流動資産合計 1,435,265 1,582,717

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 58,089 52,878

   工具、器具及び備品 21,603 27,572

   土地 45,878 45,878

   リース資産 6,059 53,765

   その他 0 －

   有形固定資産合計 131,631 180,095

  無形固定資産   

   のれん 3,133 －

   ソフトウエア 3,490 34,786

   その他 485 485

   無形固定資産合計 7,109 35,272

  投資その他の資産   

   関係会社株式 21,533 25,284

   関係会社長期貸付金 19,000 570,000

   破産更生債権等 50,103 4,783

   繰延税金資産 69,144 57,029

   その他 12,848 6,724

   貸倒引当金 △70,079 △4,933

   投資その他の資産合計 102,549 658,888

  固定資産合計 241,290 874,256

 資産合計 1,676,555 2,456,973
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※  132,855 ※  177,197

  短期借入金 － 350,000

  1年内返済予定の長期借入金 115,100 141,886

  未払金 ※  39,577 ※  73,509

  未払費用 9,727 13,561

  未払法人税等 93,405 84,809

  未払消費税等 29,855 15,355

  前受金 13,268 13,566

  リース債務 1,428 13,061

  預り金 13,373 15,927

  その他 1,186 1,150

  流動負債合計 449,777 900,025

 固定負債   

  長期借入金 148,904 134,618

  リース債務 5,117 47,613

  退職給付引当金 18,913 21,960

  資産除去債務 10,913 11,046

  固定負債合計 183,848 215,238

 負債合計 633,626 1,115,263

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 195,310 195,310

  資本剰余金   

   資本準備金 115,505 115,505

   資本剰余金合計 115,505 115,505

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 895,788 1,212,121

   利益剰余金合計 895,788 1,212,121

  自己株式 △163,674 △181,227

  株主資本合計 1,042,929 1,341,709

 純資産合計 1,042,929 1,341,709

負債純資産合計 1,676,555 2,456,973
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 ※1  2,842,651 ※1  3,686,978

売上原価 ※1  1,774,974 ※1  2,335,532

売上総利益 1,067,676 1,351,445

販売費及び一般管理費 ※1、※2  603,046 ※1、※2  851,399

営業利益 464,630 500,046

営業外収益   

 違約金収入 － 1,043

 受取利息 ※1  282 ※1  1,591

 受取配当金 55 －

 その他 160 ※1  752

 営業外収益合計 497 3,387

営業外費用   

 支払利息 2,081 1,338

 その他 25 58

 営業外費用合計 2,106 1,397

経常利益 463,021 502,036

特別利益   

 投資有価証券売却益 2,842 4,905

 特別利益合計 2,842 4,905

特別損失   

 関係会社株式評価損 117,988 －

 事務所移転費用 － 857

 貸倒引当金繰入額 19,000 －

 特別損失合計 136,988 857

税引前当期純利益 328,876 506,084

法人税、住民税及び事業税 152,035 149,986

法人税等調整額 △38,738 14,568

法人税等合計 113,296 164,554

当期純利益 215,579 341,530
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合

計

その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 195,310 115,505 115,505 692,964 692,964 △129,721 874,057 874,057

当期変動額         

剰余金の配当    △12,755 △12,755  △12,755 △12,755

当期純利益    215,579 215,579  215,579 215,579

自己株式の取得      △33,952 △33,952 △33,952

当期変動額合計 － － － 202,823 202,823 △33,952 168,871 168,871

当期末残高 195,310 115,505 115,505 895,788 895,788 △163,674 1,042,929 1,042,929
 

 

 当事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合

計

その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 195,310 115,505 115,505 895,788 895,788 △163,674 1,042,929 1,042,929

当期変動額         

剰余金の配当    △25,197 △25,197  △25,197 △25,197

当期純利益    341,530 341,530  341,530 341,530

自己株式の取得      △17,553 △17,553 △17,553

当期変動額合計 － － － 316,333 316,333 △17,553 298,780 298,780

当期末残高 195,310 115,505 115,505 1,212,121 1,212,121 △181,227 1,341,709 1,341,709
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

　時価のないもの

移動平均法による原価法

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品、原材料

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数については下記のとおりであります。

建物及び構築物 ６～47年

工具、器具及び備品 ２～10年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。退職給付債務の計算については簡便法を採用しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（５年）の定額法により償却を行って

おります。　

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表への影響額はありません。

　

（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

前事業年度において「有形固定資産」の「その他」に含めていた「リース資産」は、金額的重要性が増した

ため当事業年度より独立掲記することとしております。これらの表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「有形固定資産」の「その他」に表示していた6,059千円は

「リース資産」6,059千円として組み替えております。　　　　

前事業年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「関係会社長期貸付金」は、金額的重

要性が増したため当事業年度より独立掲記することとしております。これらの表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた31,848千

円は「関係会社長期貸付金」19,000千円及び「その他」12,848千円として組み替えております。

前事業年度において「流動負債」の「その他」に含めていた「リース債務」は、金額的重要性が増したため

当事業年度より独立掲記することとしております。

これらの表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた2,614千円は

「リース債務」1,428千円及び「その他」1,186千円として組み替えております。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事

業年度から適用しております。

 

(貸借対照表関係)

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示のものを除く）

 

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

短期金銭債権 20,501千円 32,206千円

短期金銭債務 7,739〃 11,670〃
 

　

 
(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

売上高 24,394千円 30,943千円

仕入高 78,086〃 95,514〃

販売費及び一般管理費 28,983〃 44,425〃

営業取引以外の取引による取引高 48〃 2,101〃
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※２ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであ

ります。

 

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 64,500千円 82,230千円

給料手当 193,977〃 281,867〃

減価償却費 9,946〃 7,976〃

貸倒引当金繰入額 554〃 △1,006〃

退職給付費用 3,906〃 3,554〃

業務委託手数料 95,585〃 122,017〃
 

 

おおよその割合

販売費 34.2％ 34.1％

一般管理費 65.8〃 65.9〃
 

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のと

おりです。

  (単位：千円)

区分
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

子会社株式 21,533 25,284

関連会社株式 0 -

計 21,533 25,284
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

(繰延税金資産)   

① 流動資産   

未払事業税 6,286千円 4,412千円

棚卸資産 525〃 525〃

貸倒損失 925〃 1,270〃

貸倒引当金 1,542〃 617〃

計 9,280千円 6,826千円

② 固定資産   

貸倒引当金 21,458千円 7,328千円

減価償却超過額 - 739〃

資産除去債務 3,341〃 3,382〃

退職給付引当金 5,791〃 6,724〃

投資有価証券 4,501〃 4,501〃

関係会社株式 36,127〃 36,127〃

その他 158〃 158〃

小計 71,379千円 58,962千円

評価性引当額 - -

計 71,379千円 58,962千円

繰延税金資産合計 80,659千円 65,788千円

   

(繰延税金負債)   

固定負債   

資産除去債務に対応する有形固定資産 △2,235千円 △1,933千円

計 △2,235千円 △1,933千円

繰延税金負債合計 △2,235千円 △1,933千円

   

差引：繰延税金資産の純額 78,424千円 63,855千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.06％ 30.86％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.12% 1.50％

住民税均等割等 0.35% 0.23％

雇用促進税制にかかる税額控除 △1.60% -％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修
正

1.88% -％

その他 △0.36% △0.07％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.45% 32.52％
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(重要な後発事象)

（共通支配下の取引等）

当社は平成29年２月13日開催の取締役会において、当社を吸収合併存続会社、当社の100%子会社である株式

会社ESPを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、平成29年４月１日付で合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当時企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　株式会社ESP

事業内容　　不動産賃貸管理ソフトウェアの開発・販売・保守等

（２）企業結合日

平成29年４月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社ESPは解散いたしました。

（４）結合後企業の名称

株式会社ギガプライズ

（５）その他取引の概要に関する事項

株式会社ESPは、不動産賃貸管理ソフトウェアの開発・販売・保守等を行ってまいりましたが、本合

併は不動産賃貸管理ソフト『FutureVision Air』の販売体制の強化及び当社グループの経営効率化を図

ることを目的としております。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）および「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

 
（株式分割）

当社は、平成29年２月13日開催の取締役会決議に基づき平成29年４月１日付にて株式分割を行っておりま

す。

１．株式分割の目的

株式分割の実施により、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家層の拡大及び流動性の向

上を図ることを目的といたします。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

平成29年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有普通株式

１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

（２）分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数 　　　　　1,423,200株

株式分割により増加した株式数　　　　 1,423,200株

株式分割後の発行済株式総数 　　　　　2,846,400株

株式分割後の発行可能株式総数 　　 　10,346,400株

（３）分割の日程

基準日公告日 　　　　　　平成29年３月16日

基準日 　　　　　　　　　平成29年３月31日

効力発生日 　　　　　　　平成29年４月１日
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（４）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであ

ります。

会計期間
前事業年度

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

当事業年度
自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

１株当たり純資産額　　　　　  413円91銭 534円42銭

１株当たり当期純利益　　　　  84円97銭 135円81銭
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額

当期償却額
差引当期末

残高

有形固定資産        

　建物及び構築物 84,767 - - 84,767 31,889 5,211 52,878

　工具、器具及び備品 194,629 19,456 - 214,086 186,514 13,487 27,572

　土地 45,878 - - 45,878 - - 45,878

 リース資産 7,934 53,856 - 61,790 8,024 6,150 53,765

　車両運搬具 1,093 - 1,093 - - - -

有形固定資産計 334,304 73,312 1,093 406,523 226,428 24,848 180,095

無形固定資産        

　のれん 131,428 - - 131,428 131,428 3,133 -

　ソフトウエア 75,179 33,414 - 108,594 73,807 2,117 34,786

　その他 485 - - 485 - - 485

無形固定資産計 207,094 33,414 - 240,509 205,236 5,251 35,272
 

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

        工具、器具及び備品　　サーバ等の購入　　15,709千円

　　　　 リース資産　　　　　　通信機器の購入　　53,856千円

  ２．「当期首残高」及び「当期末残高」は取得原価により記載しております。

　　　　　

　

【引当金明細表】

(単位：千円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 73,076 4,242 68,267 9,052

退職給付引当金 18,913 5,085 2,039 21,960
 

(注) 計上の理由及び額の算定方法については、注記事項（重要な会計方針）の「３．引当金の計上基準」に記載して

おります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日
その他、取締役会で決定

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 -

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
　http://www.gigaprize.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)1　 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を有しておりません。

　　　・会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　・会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　・株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(注)2　 平成28年６月27日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が決議が行われ、剰余金の配当の基準日に

ついて次のとおり変更しております。

　　　　剰余金の配当の基準日　　９月30日（中間配当）

　　　　　　　　　　　　　　　　３月31日（期末配当）

　　　　　　　　　　　　　　　　その他、取締役会で決定
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、ありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第20期（自　平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）平成28年６月27日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月27日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第21期第１四半期（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）平成28年８月12日関東財務局長に提出。

第21期第２四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日）平成28年11月14日関東財務局長に提出。

第21期第３四半期（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日）平成29年２月14日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書　平成28年６月27日関東財務局長に提出。

 

(5) 自己株券買付状況報告書

平成28年７月７日、平成28年８月５日、平成28年９月５日、平成28年10月５日、平成28年11月４日、平成28年12月

5日、平成29年１月６日、平成29年２月６日、平成29年３月６日、平成29年４月５日、平成29年５月17日、平成29年

６月５日関東財務局長に提出。

 

(6) 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（5） 自己株券買付状況報告書の訂正報告書）平成29年５月17日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年６月27日

株式会社　ギガプライズ

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   森   田   浩   之   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   五 十 嵐         徹   印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ギガプライズの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ギガプライズ及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ギガプライズの平成

29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ギガプライズが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成29年６月27日

株式会社　ギガプライズ

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   森   田   浩   之   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   五 十 嵐         徹   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ギガプライズの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ギガプライズの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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